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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

食と歴史文化 地域で特色のある資源を活用した地域活性化

日本の各地域で、食や観光を軸にした地域活性化の取り組みに携わっています。
これまでの自分のキャリアを活かして、そのベースである食の分野を中心に、地方自治体や中小企業がおこなう、地
域産品を活用した商品開発やその販路開拓に対するアドバイスやプロジェクトの展開に携わってきました。そうした活
動を通じてご縁のあった地域を中心に、近年では食以外にもその他の、観光や教育などの分野で、調査や計画づく
りから、実際のプログラム作りまで、各種の事業プロジェクトに取り組む機会が増えてきました。
特に、2017年からプロデューサーとして「日本遺産」に関わってきたことをきっかけにして、地域の歴史文化資源を活か
した、文化観光や地域内の啓発活動（地域の歴史・文化の学びなど）をテーマに取り組むことが増え、そこを切り口
に地域のもつ課題と向き合い、多くはそれを解決するために、関係人口増加などを目標にした取組に力を入れていま
す。

1995年：慶應義塾大学総合政策学部　卒業
2001-2008年：大手飲食事業会社にて、商品開発、マーケティング戦略策定等に従事
2008-2016年：農業ベンチャー、飲食事業の共同経営、教育関連のコンサルティングに従事

2017年-現在：個人事業として、地域プロデュース業務に従事
2017年-現在：文化庁日本遺産魅力発信事業 日本遺産プロデューサー
2019年度：中小企業庁商店街活性化・観光消費創出事業 外部専門家（沖縄県沖縄市、福島県猪苗代町）

2020年　SAS合同会社設立　代表社員就任
2020年-現在：資源エネルギー庁原発立地地域活性化事業　敦賀市・嶺南地域スマートエリア整備計画事業　マ
ネジャー
2020年-現在：大分県中津市および玖珠町　日本遺産アドバイザー
2020年-現在：水産庁復興水産加工業販路回復促進センター被災地水産加工業プロモーション事業　マネジャー
2023年-現在：地域再生マネージャー（栃木県下野市、千葉県銚子市）

文化財を活用した体験アクティビティの造成
（大分県豊後高田市）

歴史文化とジオパークを活用した「学び」ツーリズム
（千葉県銚子市）



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

2017年-現在：文化庁日本遺産魅力発信事業 日本遺産プロデューサー
※日本遺産の認定各地域に対する戦略・資源活用助言

2020年-現在：水産庁被災地水産加工業プロモーション事業　マネジャー
※東北の水産加工事業者支援：商品開発、販路開拓

2022年-現在：一般財団法人地域総合整備財団　地域再生マネージャー事業（千葉県銚子市）
※地域の文化資源を活用した「学び」を中心とした地域ブランディング・関係人口拡大戦略の策定・展開

他

地域での活動では多くの場合、地域での自走が求められます。それを実現するために、最初は行政の方と
立ち上げをしてきっかけをつくり、行政に留まらず、事業を進めながら、地域の民間プレイヤーも巻き込んだ
態勢をつくり、面的な広がりをもたせながら、継続的な活動が行われるよう留意して取り組んでいます。

これまでご縁のあった地域では可能な限り、経験や知見をお伝えしつつもそれに留まらず、地域の方と一
緒に協業、実働させて頂くようにしてきました。今後も地域の方と共に「かたちにする」プロジェクトに携わっ
て、少しでもその地域のお役に立ちたいと思っています。どうぞ、よろしくお願い致します。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス ogawa〔アットマーク〕sas2020.com 携帯電話 090-8305-7463
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